


















































































































































































































































































































レベル 損傷度 健全度 加速度 振動レベル
仕上材等の状況で何ら
かの損傷が生じる
脆弱な建物に損傷が生
じる下限値
普通の建物の被害発
生限界
一般建物の被害発生
限界
Ⅰ
Ⅱ
Ⅲ
Ⅳ
低い
高い
7.5gal
12.5gal
25gal
38gal
78dB
82dB
88dB
92dB
中央建鉄（株）中央技術研究所　技術情報資料集より
24
新旧建物の加速度と応答倍率実測結果
a:新建物　　b:旧建物
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25
損傷の種類と被害の分類結果（一次検討結果）
損傷箇所の被害分類結果
本件における損傷の種類
1.慣性力による損傷：加速度×質量が部材の付着力を上回る場合
2.微小変形に伴う損傷：層間変形に伴う亀裂や隙間等の損傷
3.地盤沈下被害：基礎の不同沈下による損傷
本件の結論
調査嘱託
１．調査は1次検討と2次検討に分けて計画
２．１次：中間調査と現状の対比、建物の振動特性調査
３．２次調査：工事振動レベルの予測も加えて最終判断
１次検討の結果
１．中間調査結果と大きな変化は認められない
２．ダンプトラック段差走行による建物の応答倍率は増幅無し
調査嘱託に基づく裁判所の判断
工事振動を原因として生じたものと認めるに足りない
14
工事振動
工事騒音
交通騒音
水枯渇
水汚染
地盤変動
電波障害
日照障害
その他
平成16年度事業損失実態調査集計結果（国交省資料）
工事振動
工事騒音
交通騒音
水枯渇
水汚染
地盤変動
電波障害
日照障害
その他
工事振動
工事騒音
交通騒音
水枯渇
水汚染
地盤変動
電波障害
日照障害
その他
１．件数：工事振動（43.7％）、地盤変動
（18.9％）、電波障害（12.6％）
２．被補償者数：電波障害（74.4％）、工事
振動（12.9％）、地盤変動（4.0％）
３．保証金額：電波障害（44.6％）、工事振
動（16.0％）、地盤変動（10.0％）
（用地ジャーナル60：2005年3月号より）
処理件数 被補償者数
補償金額
おわりに
工事振動の影響評価について
　　①　公共工事では事業損失補償基準等で基準化
　　②　民間工事では判断基準がなく、問題になることが多い
　　③　被害予測や事前調査が重要である
　　④　データ蓄積による判断基準の確立が課題
